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サステナビリティ

考え方
　近年の気候変動に伴う災害リスクを筆頭とした環境課題や、社会における人権リスクが私たちの事業に与える影響は、年々増

大しています。当社グループは、そのような社会課題を克服し、未来に向けて持続可能な社会を実現していくため、温室効果ガス

削減や資源の循環をはじめとした環境負荷の低減に取り組みます。また、環境や人権課題に配慮した調達活動を行い、安全・安

心な商品・サービスを提供していきます。
2023年度の取り組み 2024年度目標

❶サプライチェーンマネジメントに関する従業員教育
❷お取組先行動規範について、お取組先への通知と対話
❸人権デュー・ディリジェンスのプロセス構築

•調達方針が全てのお取組先に開示・説明され、情報共有、解
決への対話がなされている状態

•人権デュー・ディリジェンスのプロセスが定着している状態

取り組み事項

方針類の再整備

お取組先とのコミュニケーション

当社グループにおける資源循環と4R

お客さまへ「使う」「手放す」のさまざまな選択肢をご提案

◆2023年4月 三越伊勢丹グループ人権方針・同調達方針を改訂

　国際規範や国内外のガイドラインを改めて参照するとともに、変化する社会の潮流を踏まえ当社グループが取り組むべき社会

課題についての記載を更新しました。

◆2023年6月 お取組先行動規範を制定

　当社グループと関わるお取組先の皆さまに、持続可能な調達活動の実現のために取り組んでいただきたい

項目を示し、ご協力をお願いするものとして新たに制定しました。当社のウェブサイトにて開示し、広くステーク

ホルダーの皆さまに周知しています。

◆従業員への周知

　方針類の再整備について従業員が内容を理解し調達活動などにお

いて方針を実践できるよう、eラーニングによる教育を実施しました。

この教材では、責任ある調達が求められている背景・当社グループで

取り組んでいること・従業員が当事者意識を持つことの重要性につい

て解説しています。

◆お取組先行動規範の通知

　当社グループの主要事業である百貨店事業のお取組先を中心に、約

6,000社に対してお取組先行動規範と解説版を送付し、お取組先の皆さま

のご理解と実践を求めています。

◆お取組先との対話の実施

　伊勢丹新宿本店と三越日本橋本店のお取組先を中心にバイヤーが対話を

行い、当社方針の理解促進とお取組先の状況把握を図り、協力してサプライ

チェーン上の社会課題に対応する関係性を構築しています。

　大量生産・大量消費・大量廃棄は、気候変動をはじめとするさまざまな負の外部性をもたらしています。それらの課題を克服し、

持続可能な社会を構築するためには、循環型社会への移行は欠かせません。また、お客さまをはじめとするステークホルダーの関心

も高まっています。

　当社グループでは、循環型社会の実現に向けた取り組みを通じて、環境負荷の低減を図るとともに、新たなサービス機会の創出

や、コストの削減につなげています。

　当社グループは、調達活動において常に健全な方法を選択し、社会的責任を果たしていくことを企業理念でも宣言しており、

お取組先の皆さまと協働して、人権課題や環境課題に配慮した持続可能なサプライチェーンの構築を推進しています。

　これまで、2018年度に「三越伊勢丹グループ人権方針」「同調達方針」を制定し、2022年1月にはサプライチェーンワーキング

グループを発足させ、サプライチェーン上の社会課題の解決にどのように貢献するか議論を進めてきました。2023年度は、ワー

キンググループでの議論を踏まえて方針を決定し、下記の取り組みを実施しています。

　今後は、主要お取組先に対する「調達に関するアンケート」を実施し、当社方針類の浸透度合いやお取組先の取り組みの進捗

についてモニタリングする予定です。アンケート結果や対話の分析から当社グループとして対応すべきサプライチェーン上のリ

スクの優先順位を特定することで人権デュー・ディリジェンスの実施へとつなげ、責任ある調達活動の実現に向けた取り組みを

推進していきます。

責任ある調達

4R=Refuse、Reduce、Reuse、Recycle

Refuse
ご辞退を提案

目的に合わせた選択肢を
お客さまに提示しています。

買物袋ご辞退による包装材使用量抑
制、スマートラッピング、カードご利用
明細のWEB化など

Reduce
減らす

生産や発注を見直すことで、
廃棄量を減らします。

受注販売による適正在庫の実現や、用
度品の軽量化によるプラスチック使用
量の削減など

Reuse
再利用する

モノを大切に長く使う
ライフスタイルの提案をしています。

修理やリフォーム、衣料品などの買い
取りと二次流通、ハンガーの回収と再
利用など

Recycle
資源を再生する

焼却廃棄ではなく
新たな資源につなげています。

食品残渣（ざんさ）の飼料・肥料・燃料
化、軟質フィルムのマテリアルリサイク
ルへの参画、お客さま持ち込みによる
衣料品回収、リサイクル繊維を使用し
たオリジナルバッグの販売など

当社グループのサステナビリティに関する方針  https://imhds.disclosure.site/ja/themes/197#1255

お取組先との対話に関するバイヤー向けセミナーの様子

従業員に対するeラーニングを実施

廃棄量計量を通じた
食品ロスの削減

木製カトラリー
導入によるプラスチック

使用量の削減

買取・引取サービス

修理・リフォーム・回収と再利用

軟質フィルムの
リサイクル 衣料品回収

マイバッグのある
ライフスタイルへ

◆サプライチェーン・マネジメント

循環型社会に向けた取り組み ………P.40　

責任ある調達 …………………………P.41

◆脱炭素社会に向けて

脱炭素に向けた取り組み ………………………………P.42

気候変動への対応とTCFD提言に沿った情報開示 ……P.43

循環型社会に向けた取り組み

持続可能な社会・時代をつなぐ重点取り組み  ❷

03  Sustainability

4140



サステナビリティ

ガバナンス

サステナビリティに関する重要事項について、執行役会にて審議・決議を行い、取締役会に報告を行っています。CEOを
議長とする「サステナビリティ推進会議」は、取り組みの進捗確認や全社への浸透を行っています。また、CAO※兼CRO兼
CHRO※を議長とする「サステナビリティ推進部会」を設置し、課題ごとの具体的な取り組みの検討を行っています。あわせ
て取り組みの実効性を高めるため、「サステナビリティ推進部会」の傘下に6つのワーキンググループを設置しています。

戦略
気候変動対策が思うように進んでいない現在の延長線上の「4℃の世界」、気候変動対策が進みパリ協定の目標が実現した

「2℃未満の世界」を想定しました。シナリオ分析では、複数の既存シナリオを参照しています。

リスク管理
気候変動に関するリスク・機会の双方について、一定のプロセスに基づいて評価、分析、対応しています。また気候変動に
係るリスク・機会について、「サステナビリティ推進会議」および「サステナビリティ推進部会」において検討し、各社・各部門
との共有を行っています。

指標と目標

気候変動関連リスク・機会を管理するための指標として、Scope１・２の温室効果ガス排出量と、再生可能エネルギー導入
比率の2つの指標を定めています。
2030年：温室効果ガス排出量 2013年比 ▲50％
　　　　 再生可能エネルギーの導入比率（国内百貨店事業の電力に占める割合）60％　
2050年：温室効果ガス排出量 実質ゼロ
　　　　 再生可能エネルギーの導入比率（国内百貨店事業の電力に占める割合）100％

2030 年の世界 事業への影響
平均気温上昇

２℃未満 ４℃

リ
ス
ク

物理的
リスク

異常気象の
激甚化

■ 店舗が被災し損害が発生する財務リスク
■ 台風などにより店舗が営業できないことによる売上減少のリスク
■ サプライチェーンが寸断し商品調達ができず売上が減少するリスク

▼▼ ▼▼▼

移行
リスク

温暖化の
進展

■ 防寒商品などの売上の減少リスク
■ 気温上昇に伴い消費者の外出が減り来店客が減少することによる売上減少リスク

▼ ▼▼▼

炭素価格の
導入

■ エネルギーコストの上昇
■ 温室効果ガス排出削減に向けた設備など投資コストの発生
■ 商品調達原価の上昇

▼▼▼ ▼▼

機
会

消費行動変化 ■ 環境配慮型消費への関心の高まりと対応 △△△ ▼

省エネの実現 ■ エネルギーコストの削減が財務に与える影響 △△ △

企業に対する評価 ■ 環境対応企業を目指すことでステークホルダーの評価、イメージの向上 △△ △

▼：事業リスク拡大　△：事業収益機会拡大

　当社グループでは、2050年の環境長期目標「温室効果ガス排出量実質ゼロ」に向けて、省エネ、創エネ、再エネの3つを軸に、

気候変動対策に取り組んでいます。

　長期修繕計画における長期・中期・短期の時間軸で投資優先順位を入れ替えしつつ、新技術の積極採用を行い、グループ各

社でさらなる省エネへの取り組みを進めています。また、電力をはじめとするエネルギーの安定的な調達は非常に重要なリスク

になると考え、創エネにも取り組み、再生可能エネルギーへの切り替えとともに、レジリエンスの強化に取り組みます。

　当社グループでは気候変動対応を、企業活動を営んでいくうえでの重要課題として位置

づけ、2018年度に事業を通じて持続可能な社会の実現に向けたマテリアリティを特定し

ました。2021年度には「気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-

related Financial Disclosures）」（TCFD）提言への賛同を表明し、そのフレームワークに

沿った開示を行っています。

脱炭素に向けた取り組み 気候変動への対応と T C F D 提言に沿った情報開示

進捗と2 0 2 3年度取り組み

　当社グループの気候変動対策の取り組みは、省エネ、創エネ、再エネの3つを軸に進めています。2023年度からは本格稼

働する創エネに加え、エネルギー、温室効果ガス削減に効果を発揮する省エネについて力を注いでいきます。

取り組み事例

●創エネ

　伊勢丹新宿本店、三越銀座店に続き、2023年2月より三越伊勢丹

物流センター（埼玉県所沢市）の屋上を利用し、「創エネ」を開始し

ました。物流センターで使用する電力の4分の1を発電予定。年間約

230t-CO2の削減を見込んでいます。

●省エネ

　伊勢丹新宿本店では、フロア空調の使用エネルギー年間使用量の従来比50％削減を目指し、AIスマート空調の導入に取り組

んでいます。

　地下食品フロアでの効果検証を終えた後は、順次拡大していきます。

三越伊勢丹物流センター屋上でオンサイトPPAによる太陽光発電

伊勢丹新宿本店 環境測定センサー
【左】CO2センサー　【右】温湿センサーAI が混雑状況や時間帯を分析し、それぞれの売場に適した空調環境へ

温室効果ガス排出量
（第三者検証中）

2022年度実績速報値（2013年度比）  △44.81%

取り組み
⃝百貨店店舗の後方照明のLED化 ⃝長期修繕における高効率機器への更新

⃝伊勢丹新宿本店にAIスマート空調を導入中 ⃝三越伊勢丹物流センター（所沢）屋上で創エネスタート

（例）食品フロア

売場 A 売場 C

売場 B 売場 D

10:00 12:00 14:00 16:00 18:00 20:00

※CAO：チーフ・アドミニストレイティブ・オフィサー　※CHRO：チーフ・ヒューマン・リソース・オフィサー

シナリオタイトル 発行組織 シナリオタイトル 発行組織

Representative Concentration Pathway8.5/2.6℃～4.8℃ IPCC2015年 Beyond 2℃ Scenario IEA

Stated Policies Scenario WEO Representative Concentration Pathway2.6/0.3～1.7℃ IPCC2014年

Reference Technology Scenario IEA World Energy Outlook IEA

Sustainable Development Scenario WEO 国土交通省「気候変動を踏まえた治水計画のあり方提言」

参照シナリオ
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